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議 会
三 団 体

議
会・議
員
法
制
化
を

活
気
あ
る
地
方
議
会
を
目
指
す
全
国
大
会

活
気
あ
る
地
方
議
会
を
目
指
す
全
国
大
会

方
議
会
を
目
指
す
全
国
大

会
」
を
共
催
し
た
。
議
会
の

位
置
付
け
・
議
員
職
務
の
法

制
化
な
ど
の
課
題
実
現
を
求

め
た
決
議
を
採
択
、
大
会
終

了
後
、
野
尻
哲
雄
会
長
は
じ

め
三
団
体
会
長
が
下
村
博
文

自
民
党
政
調
会
長
、
竹
内
譲

公
明
党
政
調
会
長
ら
与
党
責

任
者
を
訪
ね
、
制
度
改
正
を

訴
え
た
。

本
会
、
全
国

都
道
府
県
議
会

議
長
会
、
全
国

町
村
議
会
議
長

会
の
地
方
議
会

三
団
体
は
11
月

18
日
、
都
内
で

「
活
気
あ
る
地

決意表明する野尻会長

【
３
面
へ
続
く
】

森山自民党国会対策委員長（右から２人目）宮沢自民党税制調査会小委員長（右から２人目）

税 収 の安 定 的 確 保
臨時軽減措置の終了

本
会
の
野
尻
哲
雄
会
長

（
大
分
市
）、
伏
谷
修
一
副
会

長
（
多
賀
城
市
）、
木
村
裕

副
会
長
（
吹
田
市
）
は
11
月

26
日
、
来
年
度
税
制
改
正
に

向
け
て
政
府
・
与
党
要
職
に

要
望
し
た
。
新
型
コ
ロ
ナ
ウ

イ
ル
ス
感
染
症
の
影
響
に
よ

り
地
方
財
政
の
環
境
が
一
層

厳
し
く
な
る
中
、
地
方
税
の

安
定
確
保
に
向
け
▽
固
定
資

産
税
の
制
度
堅
持
▽
自
動
車

税
・
軽
自
動
車
税
の
環
境
性

能
割
の
軽
減
措
置
の
確
実
な

終
了
―
に
つ
い
て
重
点
的
に

要
望
し
た
。

【
要
望
先
】
▽
森
山
裕
自
民

党
国
会
対
策
委
員
長
▽
宮
沢

洋
一
同
党
税
制
調
査
会
小
委

員
長
▽
石
田
真
敏
同
党
税
制

調
査
会
副
会
長
▽
衛
藤
征
士

郎
同
党
税
制
調
査
会
副
会
長

自/軽自税

固定資産税
正
副
会
長

要 望要 望
政府 与党へ 政府 与党へ 

▽
小
渕
優
子
同
党
税
制
調
査

会
副
会
長
▽
塩
崎
恭
久
同
党

税
制
調
査
会
副
会
長
▽
山
本

有
二
同
党
税
制
調
査
会
副
会

長
▽
奥
野
信
亮
同
党
税
制
調

査
会
幹
事
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【
２
面
に
要
望
概
要
】

来年度の税制改正で最も重
要な事項である下記の２項目
について、各市議会では地元国
会議員に積極的に面談を行う
など、早急かつ強力な要望活動
が求められている。
①固定資産税の負担調整を商業

地等に限らず宅地にまで拡大さ
れることになれば、大規模な税
収減が危惧される。税収の安
定的確保に向けた特段の配慮
を求める。

②自動車税・軽自動車税の環境性
能割の臨時的軽減措置の更な
る延長は行わないこと。

地 元 国 会 議 員 へ地 元 国 会 議 員 へ
働 き か け を！働 き か け を！
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環境性能割の臨時的軽減措置の概要
対　　象：令和元年 10 月1 日から令和 3 年 3 月31 日までの間に取得

した自家用乗用車（新車・中古車）
措置内容：自動車税環境性能割又は軽自動車税環境性能割の税率を

１％分軽減

（注）消費税率引上げに伴う対応として、令和元年 10 月1 日から令和
2 年 9 月 30 日までの 1 年間限りの措置として創設（令和元年度税
制改正）その後、新型コロナウイルス感染症への対応として、令和 3
年 3 月31 日までの半年間延長。

※なお、この措置による地方税の減収（750 億円程度）については、
地方特例交付金により、全額国庫で補塡する。

〔登録車〕 〔軽自動車〕
税 率 臨時的軽減

非課税 非課税
1.0％ 非課税
2.0％ 1.0％
3.0％ 2.0％

税 率 臨時的軽減
非課税 非課税
1.0％ 非課税
2.0％ 1.0％

○固定資産税においては、土地・家屋について、３年に１回、「評価替え」 
を行い、価格の変化を反映（次回は、令和３年度が評価替え年度）。

○宅地については、令和２年１月1 日の地価公示価格等の７割を目途と
して評価。ただし、令和２年７月１日までの半年間の変動率を評価額に
反映させるため措置（下落修正措置）がある。

○評価替えに際しては、価格の変動に伴う税負担の激変を緩和するための
負担調整措置等も併せて検討を行い、必要な措置を講じてきており、令
和３年度税制改正で令和３年度以降の負担調整措置等のあり方を検討。

固定資産税の令和 3 年度評価替えへの対応

固定資産税は、市町村財政を支える最も重要な基幹税。
制度の根幹に影響する見直しは、土地・家屋・償却資
産を問わず決して行わず、安定的確保を求める。
固定資産税の負担調整は、負担抑制策を「商業地等」

に限らず、「宅地」まで拡大する議論が出ているが、安定
的税収確保に向けて特段の配慮を求める。

自動車税・軽自動車税は自治体にとって貴重な財源である。
緊急経済対策により、自動車税等の環境性能割の臨時的
軽減が半年延長されたが、更なる延長は断じて行わないこと。
万が一、延長する場合には半年間延長した時と同様に
地方税の減収分に対し国費による補塡措置を必ず講じること。

固定資産税について（要望概要）固定資産税について（要望概要）

自動車税・軽自動車税環境性能割の臨時的軽減自動車税・軽自動車税環境性能割の臨時的軽減
（要望概要）（要望概要）

（総務省資料から）

（総務省資料から）

60%まで
段階的に引上げ

前年度課税標準額
＋評価額×５％
＝〔A〕

※負担水準
　＝前年度課税標準額／当該年度評価額

70％

100％
負担水準※

60％

20％

0

〔A〕が
評価額×20％
を下回る場合は、
20％まで引上げ。

課税標準額の上限
＝評価額×70％

前年度課税標準額に据置

土地に係る基本的な税額の
算定方法イメージ

固
定
資
産
税
評
価
額（
地
価
公
示
価
格
等×

７
割
）

課税標準額 税率

標準税率
1.4％

税額× ＝

固定資産税
評価額

固定資産評価基準により算出
※３年ごとに評価替え
　（それ以外の年度は原則据置）
※地価公示価格等の７割を目途

商業地等に係る負担調整措置

〔 〕

商業地等に係る負担調整措置
（平成３０年度～令和２年度）

― 自民党税制調査会への要望 ―― 自民党税制調査会への要望 ―

石田副会長（右から２人目）

衛藤副会長（右から 2 人目）

塩崎副会長（左から 2 人目）

小渕副会長（左から 2 人目）

山本副会長（右から 2 人目）

奥野幹事（左から 2 人目）
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下村自民党政調会長（右から2人目）

竹内公明党政調会長（右から3人目）、国重徹同党総務部会
長（右から2人目）、若松謙維同党同部会長代理（右端）

大
会
で
は
野
尻
会
長
が
、

必
要
な
制
度
改
正
に
向
け
た

「
決
意
表
明
」
に
立
ち
、「
ま

ず
、
地
方
自
治
法
を
改
正
し

（
議
会
・
議
員
を
め
ぐ
る
）

明
確
な
規
定
を
置
く
こ
と
を

求
め
る
。
併
せ
て
厚
生
年
金

へ
の
地
方
議
会
議
員
の
加
入

実
現
を
め
ざ
す
」
な
ど
と
強

調
。続

く
来
賓
あ
い
さ
つ
で
、

武
田
良
太
総
務
相
は
「
地
方

議
会
が
直
面
す
る
課
題
に
つ

い
て
は
引
き
続
き
体
系
的
・

一
体
的
に
議
論
す
る
必
要
が

あ
る
」
と
述
べ
た
。
石
田
祝

稔
衆
議
院
総
務
委
員
長
、
浜

田
昌
良
参
議
院
総
務
委
員
長

は
と
も
に
、
国
会
で
も
関
係

者
の
意
見
を
聴
き
な
が
ら
検

討
し
て
い
く
意
向
を
示
し
た
。

採
択
し
た
決
議
は
、
新
型

コ
ロ
ナ
対
策
や
、
デ
ジ
タ
ル

技
術
の
活
用
拡
大
な
ど
、
地

方
議
会
が
今
年
に
入
っ
て
直

面
し
た
課
題
も
例
示
。
そ
の

上
で
「
多
様
な
人
材
が
地
方

議
会
議
員
と
し
て
積
極
的
に

活
動
し
、
活
気
あ
る
地
方
議

会
を
創
り
、
地
方
公
共
団
体

が
直
面
す
る
様
々
な
課
題
の

解
決
に
向
け
、
そ
の
役
割
を

一
層
果
た
し
て
い
く
た
め
」

と
し
て
、
議
会
・
議
員
規
定

の
法
制
化
の
ほ
か
、
▽
厚
生

年
金
へ
の
地
方
議
員
加
入
▽

小
規
模
議
会
の
議
員
報
酬
引

き
上
げ
▽
議
会
の
政
策
立
案

を
支
援
す
る
体
制
整
備
―
な

ど
の
実
現
を
訴
え
た
（
決
議

概
要
は
左
掲
）。

議会三団体による要望議会三団体による要望

【
1
面
か
ら
続
く
】

一　

議
会
の
位
置
付
け
、
権
限
を
法
律
上

明
確
化
す
る
こ
と
。

一　

議
員
の
職
務
等
を
法
律
上
明
確
化
す

る
こ
と
。

一　

厚
生
年
金
へ
の
地
方
議
会
議
員
の
加

入
や
立
候
補
に
伴
う
企
業
等
に
よ
る
休

暇
の
保
障
な
ど
、
立
候
補
環
境
の
改
善

の
た
め
の
法
整
備
を
行
う
こ
と
。

一　

小
規
模
議
会
の
議
員
報
酬
を
適
正
な

水
準
に
引
き
上
げ
ら
れ
る
よ
う
、
財
政

支
援
を
行
う
こ
と
。

一　

議
会
に
お
け
る
政
策
立
案
を
支
援
す

る
た
め
の
体
制
を
整
備
す
る
こ
と
。

一　

議
会
に
お
け
る
政
策
立
案
に
資
す
る

た
め
、
国
に
お
い
て
意
見
書
を
積
極
的

に
活
用
し
、
そ
の
活
用
結
果
を
公
表
す

る
こ
と
。

一　

議
会
の
デ
ジ
タ
ル
化
へ
の
取
組
に
つ

い
て
技
術
的
・
財
政
的
に
支
援
を
行
う

こ
と
。

― 野尻会長 大会決意表明野尻会長 大会決意表明 ―
　人口減少と高齢化の加速、グローバル化の拡張、テ
クノロジーの進化などにより、わが国の社会・経済の
構造は大きく変わりつつあります。直近では新型コロ
ナ感染症の深刻な影響が加わり、地方公共団体は、都
市への人口集中と周辺地域の衰退、増大する医療介護
の安定的な確保など、これまでの課題とともに、行政
のデジタル化など新たな課題にも迫られています。そ
れぞれの地域が諸課題を克服し、持続的な発展を図る
ため、地方議会と議員には、これまで以上に行政への
多様な民意の反映と集約が求められます。社会や地域
の分断を懸念する声が高まる中、議会の役割は困難を
増し、責任も重大になります。専業議員の割合も確実
に高まると予想されます。
　私たち地方議会議員は、会期中の議会活動にとどま
らず、日々、住民の声を聴き、地域の課題を調査し、
議会の審議等を通じて政治・行政に反映させる活動を
行っています。これらの活動をさらに強化し、住民に
信頼され、魅力ある議会をつくっていかねばなりませ
ん。同時に、小規模市町村で深刻化するなり手不足問
題の克服にも配慮し、女性やサラリーマン層はじめ多
様な人材で構成される活気ある地方議会を実現する必
要があります。
　地方公共団体の意思を決定しているのは議会であ
り、議員は職業としてその職務を行っております。し
かし、現行地方自治法は、地方議会の位置付けや議員
の職責について明確な規定を欠いています。また、議
会と議員の活動が住民から見えにくく、存在意義が厳
しく問われる状況になっています。
　そこでまず、地方自治法を改正し、明確な規定を置
くことを求めます。地方議会や議員に対する住民の理
解を深めやすくなります。議員自身にも職責の重さが
自覚されます。議会を活性化し、若者や女性をはじめ
新たな人材の議会への参画につながります。
　併せて、厚生年金への地方議会議員の加入実現をめ
ざします。会社員等が、議員に転身しても切れ目なく
厚生年金の適用を受けることができ、立候補しやすい
環境が整えば、多様な人材の地方議会への参画に一層
弾みがつきます。
　そのほか、小規模市町村議会の低水準な議員報酬の
引上げに対する財政支援、地方議会の政策立案機能の
強化に対する支援、特に国会等に提出された意見書の
積極的活用への取組み、議会のデジタル化に対する技
術的・財政的支援などについても、積極的に善処を求
めてまいります。
　以上、三議長会は一体となって、これら事項の実現
を期し、関係法案の早急な国会提出と成立を強い決意
で求めていくことを、ここに表明いたします。

決
議
概
要
「
活
気
あ
る
地
方
議
会
を

「
活
気
あ
る
地
方
議
会
を

　
　
　

　
　
　  

目
指
す
全
国
大
会
」

目
指
す
全
国
大
会
」
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議
員
の
加

入
」
の
ほ

か
、
地
方

分
権
や
地

方
創
生
の

推
進
、
過

疎
対
策
や

消
防
防
災

体
制
の
充

実
強
化
な

ど
に
つ
い

て
求
め
て

い
る
（
全

文
は
本
会

Ｈ
Ｐ
に
掲

載
）。
ま
た
、
同
時
に
各
委

員
会
で
共
通
の
「
新
型
コ
ロ

ナ
ウ
イ
ル
ス
に
関
す
る
要
望

書
」
に
つ
い
て
も
決
定
し
た
。

委
員
会
で
は
ほ
か
、
総
務

省
自
治
行
政
局
行
政
課
の
吉

国
会
対
策
委
員
会

国
会
対
策
委
員
会横山国会対策委員長

（横浜市）

国
会
対
策
委
員
会
（
委
員

長
＝
横
山
正
人
横
浜
市
会
議

長
）は
11
月
17
日
、第
１
４
１

回
委
員
会
を
開
催
。
要
望
書

を
決
定
し
、
委
員
会
終
了
後

に
は
政
府
・
与
党
に
対
し
要

望
活
動
を
行
っ
た
。

横
山
委
員
長
は
冒
頭
あ
い

さ
つ
で
「
固
定
資
産
税
、
電

気
供
給
業
に
係
る
収
入
金
額

課
税
、
ゴ
ル
フ
場
利
用
税
の

現
行
制
度
堅
持
に
加
え
、
固

定
資
産
税
の
評
価
替
え
の
確

実
な
実
施
や
、
自
動
車
税
・

軽
自
動
車
税
の
環
境
性
能
割

の
臨
時
的
軽
減
措
置
の
更
な

る
延
長
を
行
わ
な
い
こ
と
を

要
望
し
て
い
か
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
」
と
述
べ
、
要
望
活

動
へ
の
協
力
を
求
め
た
。

要
望
書
は
、
▽
多
様
な
人

材
の
市
議
会
へ
の
参
画
促
進

▽
地
方
創
生
・
地
方
分
権
改

革
の
推
進
及
び
地
方
税
財
源

連
施
策
に
つ
い
て
の
16
項
目

か
ら
な
る
要
望
書
を
原
案
の

通
り
決
定
。
委
員
会
の
要
望

の
柱
と
な
る
「
多
様
な
人
材

の
市
議
会
参
画
促
進
」
や

「
厚
生
年
金
へ
の
地
方
議
会

多
様
な
人
材
の
市
議
会
へ
の

参
画
を
促
す
取
り
組
み
を
要

望
の
大
き
な
柱
と
し
た
上

で
、「
市
議
会
参
画
の
た
め

の
環
境
整
備
や
議
会
権
能
強

化
が
地
方
議
員
の
な
り
手
不

足
の
克
服
に
も
つ
な
が
る
も

の
と
考
え
、
決
議
に
沿
っ
た

要
望
の
展
開
が
必
要
」
と
あ

い
さ
つ
し
た
。
ま
た
、
地
方

議
会
議
員
の
厚
生
年
金
へ
の

加
入
に
つ
い
て
も
引
き
続
き

粘
り
強
い
要
望
が
必
要
と
し

た
。協

議
で
は
、
地
方
行
政
関

要
望
書
決
定

要
望
書
決
定  

政
府
・
与
党
へ
要
望

政
府
・
与
党
へ
要
望

各
委
員
会

各
委
員
会  

相
次
ぎ
開
催

相
次
ぎ
開
催

地
行
・
産
経
・
国
対
・
国
と
地
方

地
行
・
産
経
・
国
対
・
国
と
地
方  

地
方
行
政
委
員
会

地
方
行
政
委
員
会

橘自民党総務部会長（左から 2 人目）

植條地方行政委員長
（坂出市）

地
方
行
政
委
員
会
（
委
員

長
＝
植
條
敬
介
坂
出
市
議
会

議
長
）
は
11
月
16
日
、
都
内

で
第
１
５
７
回
委
員
会
を
開

催
し
、
多
様
な
人
材
の
市
議

会
参
画
促
進
や
厚
生
年
金
へ

の
地
方
議
会
議
員
の
加
入
な

ど
に
つ
い
て
求
め
る
要
望
書

を
決
定
し
た
。

冒
頭
、
植
條
委
員
長
は
、

あかま自民党地方議会の課題に関する PT 事務局長
（左から 2 人目）

本
会
は
地
方
行
政
、
産
業
経
済
、
国
会
対
策
の
各
委

員
会
、
国
と
地
方
の
協
議
の
場
等
に
関
す
る
特
別
委
員

会
を
相
次
い
で
開
催
。
各
委
員
会
所
管
の
個
別
要
望
事

項
や
本
会
の
重
点
要
望
事
項
な
ど
に
関
す
る
要
望
書
を

決
定
し
、
政
府
や
与
党
、
地
元
選
出
国
会
議
員
へ
要
望

活
動
を
実
施
し
た
。

村
顕
行
政
企
画
官
、
齋
藤
秀

生
消
防
庁
総
務
課
長
か
ら

「
地
方
行
政
を
め
ぐ
る
最
近

の
動
向
」「
消
防
行
政
の
現

状
と
課
題
」
に
つ
い
て
そ
れ

ぞ
れ
講
師
説
明
を
受
け
た
。

会
議
終
了
後
、
植
條
委
員

長
、
菊
地
清
次
副
委
員
長

（
相
馬
市
議
会
議
長
）、
神
野

義
孝
副
委
員
長
（
御
殿
場
市

議
会
議
長
）
は
要
望
活
動
を

実
施
。
橘
慶
一
郎
自
民
党
総

務
部
会
長
兼
「
地
方
議
会
の

課
題
に
関
す
る
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
チ
ー
ム
」
幹
事
長
、
あ
か

ま
二
郎
同
党
同
Ｐ
Ｔ
事
務
局

長
、
八
木
哲
也
同
党
同
Ｐ
Ｔ

幹
事
、
斎
藤
洋
明
同
党
総
務

部
会
長
代
理
に
対
し
て
要
望

書
を
手
交
し
、
面
談
要
望
を

行
っ
た
。

の
充
実
確
保
▽
新
型
コ
ロ
ナ

ウ
イ
ル
ス
対
策
▽
頻
発
・
激

甚
化
す
る
大
規
模
災
害
等
か

ら
の
復
旧
・
復
興
対
策
及
び

防
災
・
減
災
対
策
等
▽
東
日

本
大
震
災
か
ら
の
復
旧
・
復

興
―
に
つ
い
て
の
５
項
目
か

ら
な
る
。
特
に「
地
方
創
生・
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備
や
、
一
昨
年
発
生
し
た
Ｃ

Ｓ
Ｆ（
豚
熱
）や
今
年
11
月
に

２
年
ぶ
り
に
発
生
し
た
高
病

原
性
鳥
イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
な

ど
の
家
畜
伝
染
病
の
侵
入
・

ま
ん
延
防
止
な
ど
に
つ
い
て

求
め
て
い
る
（
全
文
は
本
会

Ｈ
Ｐ
に
掲
載
）。

ま
た
、
委
員
会
で
は
経
済

産
業
省
中
小
企
業
庁
長
官
官

房
の
定
光
裕
樹
総
務
課
長
か

ら
「
中
小
企
業
・
小
規
模
事

業
者
政
策
の
展
開
」
と
題
す

る
講
師
説
明
が
あ
っ
た
。

会
議
終
了
後
、
山
川
委
員

長
、
岡
田
晴
雄
副
委

員
長
（
行
方
市
議
会

議
長
）、山
里
雅
彦
副

委
員
長
（
宮
古
島
市

議
会
議
長
）
は
要
望

活
動
を
実
施
。
細
田

健
一
自
民
党
農
林
部

会
長
代
理
、
神
田
裕

同
党
経
済
産
業
部
会

副
部
会
長
、
八
木
哲

也
同
党
同
部
会
副
部

会
長
に
対
し
て
要
望

書
を
手
交
の
上
、
面

談
要
望
を
行
っ
た
。

産
業
経
済
委
員
会

産
業
経
済
委
員
会

佐藤自民党総務会長（中央）

武田総務大臣（右から 3 人目）

坂本まち・ひと・しごと創生担当大臣（中央）

山川産業経済委員長
（郡上市）

産
業
経
済
委
員
会
（
委
員

長
＝
山
川
直
保
郡
上
市
議
会

議
長
）
は
11
月
19
日
、
第

１
６
９
回
委
員
会
を
開
催
。

農
林
水
産
業
や
中
小
企
業
の

振
興
、
食
の
安
全
対
策
、
資

源
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策
な
ど

に
関
す
る
要
望
書
を
決
定
。

政
府
や
与
党
な
ど
に
要
望
活

地
方
分
権
改
革
の
推
進
及
び

地
方
税
財
源
の
充
実
確
保
」

で
は
令
和
３
年
度
税
制
改
正

に
つ
い
て
、
固
定
資
産
税
の

評
価
替
え
の
確
実
実
施
や
自

動
車
税
・
軽
自
動
車
税
の
環

境
性
能
割
の
臨
時
的
軽
減
措

置
の
更
な
る
延
長
を
行
わ
な

い
こ
と
な
ど
を
強
く
要
望
す

る
内
容
を
盛
り
込
ん
で
い
る

（
全
文
は
本
会
Ｈ
Ｐ
に
掲
載
）。

委
員
会
終
了
後
の
要
望
活

動
で
は
、
武
田
良
太
総
務
大

臣
、
坂
本
哲
志
ま
ち・ひ
と・

し
ご
と
創
生
担
当
大
臣
、
下

村
博
文
自
民
党
政
務
調
査
会

長
、
佐
藤
勉
同
党
総
務
会
長
、

橘
慶
一
郎
同
党
総
務
部
会
長

に
要
望
書
を
手
交
し
、
面
談

要
望
を
行
っ
た
。

動
を
行
う
と
し
た
。

冒
頭
、
山
川
委
員
長
は
新

型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症

の
影
響
で
農
林
水
産
業
や
中

小
企
業
が
大
き
な
打
撃
を
受

け
て
い
る
と
し
、
資
金
繰
り

に
支
障
を
来
た
さ
な
い
た
め

の
対
策
や
損
失
補
償
の
規
定

の
整
備
の
必
要
性
な
ど
を
求

め
る
あ
い
さ
つ
を
し
た
。

協
議
で
は
、
産
業
経
済
施

策
等
に
関
す
る
要
望
書
を
原

案
通
り
決
定
。要
望
書
は
、第

１
０
９
回
評
議
員
会
の
会
長

提
出
議
決
事
項
で
あ
る
①
地

方
創
生
・
地
方
分
権
改
革
の

推
進
及
び
地
方
税
財
源
の
充

実
確
保
②
頻
発
・
激
甚
化
す

る
大
規
模
災
害
等
か
ら
の
復

旧・復
興
対
策
及
び
防
災・減

災
対
策
等
の
ほ
か
、
③
農
業

振
興
対
策
④
林
業
振
興
対
策

⑤
水
産
業
振
興
対
策
⑥
食
の

安
全
及
び
消
費
者
の
信
頼
確

保
対
策
⑦
中
小
企
業
振
興
対

策
等
⑧
資
源
・
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策
―
の
８
つ
の
大
項
目
か

ら
な
る
。

特
に「
③
農
業
振
興
対
策
」

で
は
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル

ス
ス
感
染
症
の
影
響
を
受
け

た
農
林
漁
業
者
の
資
金
繰
り

対
策
と
損
失
補
償
の
規
定
整

細田自民党農林部会長代理（左から 2 人目）
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指
摘
し
、
今
後
も
地
域
医
療

提
供
体
制
が
維
持
で
き
る
適

切
か
つ
十
分
な
財
政
支
援
を

求
め
た
。

ほ
か
、
総
務
省
、
厚
生
労

働
省
、
文
部
科
学
省
の
担
当

審
議
官
等
と
も
意
見
交
換
を

行
っ
た
。

総
会
に
先
立
ち
、
浜
崎
会

長
は
細
田
自
治
体
病
院
議
員

連
盟
会
長
、
森
英
介
同
議
連

幹
事
長
、
奥
野
信
亮
同
議
連

幹
事
、
谷
公
一
同
議
連
事
務

局
長
（
い
ず
れ
も
衆
議
院
議

員
）
に
対
し
「
自
治
体
病
院

経
営
に
関
す
る
要
望
」
を
手

交
、
要
望
を
行
っ
た
。

自
治
体
病
院
議
員
連
盟

（
会
長
＝
細
田
博
之
衆
議

院
議
員
）
の
総
会
が
11
月

18
日
、
都
内
で
開
催
。
全

国
自
治
体
病
院
経
営
都
市

議
会
協
議
会
か
ら
浜
崎
昭

臣
会
長
（
天
草
市
議
会
議

長
）が
出
席
、要
望
を
行
っ

た
。浜

崎
会
長
は
、
▽
地
域

医
療
の
確
保
や
経
営
基
盤

の
安
定
化
を
図
る
た
め
の

財
政
措
置
▽
医
師
不
足
・

偏
在
の
早
期
解
消
▽
地
域

医
療
構
想
の
推
進
―
の
３

点
に
つ
い
て
要
望
。
特

に
「
地
域
医
療
の
確
保
や

経
営
基
盤
の
安
定
化
を
図

る
た
め
の
財
政
措
置
」
で

は
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル

ス
感
染
患
者
を
受
け
入
れ

て
い
る
自
治
体
病
院
は
も

と
よ
り
、
受
け
入
れ
て
い

な
い
医
療
機
関
に
お
い
て

も
受
診
控
え
な
ど
で
経
営

が
悪
化
し
て
い
る
こ
と
を

細田自治体病院議連会長（右）に要望書手交

病 院 協

自
治
体
病
院
議
連
総
会

自
治
体
病
院
議
連
総
会

財
政
支
援
要
望

財
政
支
援
要
望

経
営
悪
化
の
地
域
医
療
機
関
へ

経
営
悪
化
の
地
域
医
療
機
関
へ

要望陳述する浜崎会長
（天草市）

鈴す
ず
き
し
ょ
う
じ

木
章
司
氏
（
大
月
市

議
会
議
長
）
11
月
22
日
逝

去
、
59
歳
。
葬
儀
は
28
日
、

市
内
で
執
り
行
わ
れ
た
。

喪
主
は
妻
の
敦
子
さ
ん
。

訃  

報

国
と
地
方

国
と
地
方

協
議
の
場

協
議
の
場
特
別
委
員
会

特
別
委
員
会岩井国と地方等特別委員長

（千葉市）

国
と
地
方
の
協
議
の
場
等

に
関
す
る
特
別
委
員
会
（
委

員
長
＝
岩
井
雅
夫
千
葉
市
議

会
議
長
）
は
11
月
25
日
、
書

面
会
議
で
第
21
回
委
員
会
を

開
催
。
今
年
度
に
開
催
さ
れ

た
「
国
と
地
方
の
協
議
の

場
」
等
の
会
議
に
つ
い
て
報

告
し
た
ほ
か
、
令
和
３
年
度

政
府
予
算
編
成
前
に
開
催
さ

れ
る
第
３
回
「
国
と
地
方
の

協
議
の
場
」
に
向
け
た
本
会

の
対
応
方
針
に
つ
い
て
協
議

し
た
。

「
国
と
地
方
の
協
議
の
場

等
に
関
す
る
経
過
報
告
」
で

は
、
令
和
２
年
度
第
２
回

「
国
と
地
方
の
協
議
の
場
」

（
10
月
13
日
、
以
下
「
協
議

の
場
」）、
地
方
六
団
体
と
総

務
大
臣
の
意
見
交
換
会
（
同

日
）、
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご

と
創
生
担
当
大
臣
と
地
方
六

団
体
の
意
見
交
換
会
（
７
月

10
日
）
の
各
会
議
の
概
要
に

つ
い
て
報
告
。

第
２
回
「
協
議
の
場
」
で

は
野
尻
会
長
か
ら
、
本
年
度

の
地
方
税
減
収
へ
の
弾
力
的

な
減
収
補
填
債
お
よ
び
令
和

３
年
度
に
お
け
る
固
定
資
産

税
の
堅
持
を
含
む
地
方
税
・

地
方
交
付
税
等
の
一
般
財
源

総
額
の
確
保
、
新
過
疎
法
の

制
定
に
あ
た
る
「
一
部
過

疎
」
制
度
の
存
続
と
現
行
地

域
の
適
用
継
続
な
ど
を
求
め

た
と
し
た
。
ほ
か
、自
治
会・

町
内
会
の
縮
小
・
解
散
問
題

に
関
す
る
施
策
の
具
体
化
や

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染

症
対
策
に
関
し
て
も
要
望
し

た
。第

３
回
「
協
議
の
場
」
で

の
本
会
の
対
応
方
針
に
つ
い

て
も
書
面
で
協
議
し
、
了
承

を
得
た
。

第
３
回
「
協
議
の
場
」
で

は
、
令
和
３
年
度
税
制
改
正

に
つ
い
て
、
▽
固
定
資
産
税

の
現
行
制
度
堅
持
や
新
型
コ

ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
緊
急

対
策
と
し
て
の
特
例
措
置
の

期
限
到
来
を
も
っ
て
の
確
実

な
終
了
、
令
和
３
年
度
評
価

替
え
の
先
送
り
の
な
い
確
実

な
実
施
▽
自
動
車
税
・
軽
自

動
車
税
の
環
境
性
能
割
の
臨

時
的
軽
減
措
置
の
更
な
る
延

長
を
行
わ
な
い
こ
と
―
な
ど

を
求
め
る
と
し
た
。

ま
た
、
▽
令
和
３
年
度
地

方
財
政
対
策
▽
地
方
創
生
の

推
進
「
感
染
症
拡
大
防
止

等
」「
医
療
提
供
体
制
等
の

強
化
」
等
な
ど
新
型
コ
ロ
ナ

ウ
イ
ル
ス
感
染
症
関
連
の
３

項
目
、
台
風
・
集
中
豪
雨
・

豪
雪
対
策
等
や
地
震
・
津

波
・
火
山
噴
火
対
策
等
の
充

実
強
化
な
ど
の
防
災
・
減
災

対
策
関
連
、
多
様
な
人
材
の

市
議
会
へ
の
参
画
促
進
に
つ

い
て
も
会
長
か
ら
要
望
す
る

と
し
た
。
ま
た
、
令
和
３
年

度
地
方
財
政
対
策
に
つ
い
て

は
、
地
方
税
・
地
方
交
付
税

等
の
一
般
財
源
総
額
の
充
実

確
保
と
と
も
に
臨
時
財
政
対

策
債
の
発
行
縮
小
を
求
め
る

と
し
た
。

森自治体病院議連幹事長（右）に要望書手交
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【
市
の
概
要
】

▽
人
口  

18
万
７
０
０
７
人

（
令
和
２
年
11
月
１
日
）

▽
面
積    

２
１
２
・
４7
㎢　

▽
歴
史
・
沿
革　
戦
国
大
名

武
田
信
虎
が
つ
つ
じ
が
崎
に

居
館
を
築
き
、
城
下
町
を
つ

く
り
始
め
た
の
が
５
０
１
年

前
。
信
虎
で
基
礎
が
築
か

れ
た
甲
斐
の
国
は
、
生
誕

５
０
０
年
を
来
年
迎
え
る
信

玄
の
治
世
で
豊
か
に
な
り
、

城
下
町
も
広
が
っ
た
。
江
戸

時
代
に
将
軍
綱
吉
の
側
近
柳

沢
吉
保
が
城
主
に
な
り
、「
是

ぞ
甲
府
の
花
盛
り
」
と
賞
さ

れ
る
繁
栄
を
も
た
ら
し
た
。

明
治
22
年
7
月
市
制
施
行
。

連
続
6４
日
間
に
。
こ
の
間
、

切
れ
目
な
く
議
論
を
重
ね
た
。

平
成
31
年
４
月
中
核
市
に
。

▽
シ
ン
ボ
ル　
市
章
は
武
田

一
族
の
家
紋
、
武
田
菱
が
モ

チ
ー
フ
。
特
産
品
ぶ
ど
う
の

紫
色
を
背
景
に
、
中
央
に
亀

甲
の
「
甲
」
の
象
形
文
字
を

あ
し
ら
い
、
市
の
長
寿
も
イ

メ
ー
ジ
し
た
。
市
の
木
は
カ

シ
。
市
の
花
は
ナ
デ
シ
コ
。

市
の
鳥
は
「
宝
石
の
街
・
甲

府
」
に
ふ
さ
わ
し
い
「
飛
ぶ

宝
石
」
カ
ワ
セ
ミ
。

【
議
会
の
概
要
】　

▽
議
員
定
数
　
32
人
（
現

在・男
性
28
人
、
女
性
４
人
）

▽
前
回
選
挙
　
平
成
31
年
４

月
21
日
。
立
候
補
４0
人
。
投

票
率
４3
・
４5
％
。

▽
議
会
ト
ピ
ッ
ク
ス
　
新
型

コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
対
応
の
補

正
予
算
や
議
員
報
酬
減
額
の

審
議
な
ど
の
た
め
39
日
間
に

及
ぶ
５
月
臨
時
会
を
開
催
し

た
。
日
を
置
か
ず
６
月
定
例

会
を
開
き
、
議
会
開
会
は
５

月
１
日
か
ら
７
月
３
日
ま
で

兵
道
議
長
の
話

兵
道
議
長
の
話

甲
府
市
は
、
日
本
の
中
央

に
位
置
し
、
南
に
富
士
山
、

北
に
八
ヶ
岳
、
西
に
南
ア
ル

プ
ス
連
峰
を
仰
ぎ
見
る
こ
と

が
で
き
る
「
山
の
都
」
で

す
。
北
部
に
あ
る
国
の
特
別

名
勝
指
定
の
「
昇
仙
峡
」

は
、
巨
岩
・
奇
石
の
渓
谷
美

で
、
令
和
２
年
、
日
本
遺
産

に
認
定
さ
れ
ま
し
た
。
ま
た
、

来
年
、
生
誕
５
０
０
年
を
迎

え
る
武
田
信
玄
公
ゆ
か
り
の

武
田
神
社
等
の
史
跡
や
、
日

本
ワ
イ
ン
発
祥
の
地
の
ワ
イ

ン
、
甲
府
鳥
も
つ
煮
、
郷
土

料
理
ほ
う
と
う
な
ど
、
歴
史

や
グ
ル
メ
の
豊
か
な
文
化
も

有
し
て
い
ま
す
。
皆
様
の
御

来
訪
を
心
よ
り
お
待
ち
し
て

お
り
ま
す
。

連載⑫

部
会
長
市
紹
介

部
会
長
市
紹
介

市　章

甲

府

市

甲

府

市

兵道顕司議長

秋の昇仙峡（写真＝甲府市提供）

総
務
省
主
催
の
「
地
方
議

会
活
性
化
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム

２
０
２
０
」
が
11
月
20
日
、　

W
ｅ
ｂ
方
式
で
開
か
れ
た
。

「
ア
フ
タ
ー
コ
ロ
ナ
と
地
方

議
会
」
を
主
テ
ー
マ
に
地
方

議
会
議
員
ら
が
意
見
交
換
、

新
型
コ
ロ
ナ
禍
で
苦
労
し
な

が
ら
議
会
運

営
を
し
て
い

る
実
情
や
、

議
会
活
性
化

の
取
り
組
み

な
ど
が
報
告

さ
れ
た
。

シ
ン
ポ
は

基
調
講
演
と

パ
ネ
ル
デ
ィ

ス
カ
ッ
シ
ョ

ン
の
２
本
立

て
。
ま
ず
宍

戸
常
寿
東

大
院
教
授
が

「
Ｓ
ｏ
ｃ
ｉ
ｅ
ｔ
ｙ
５
・
０

と
地
方
議
会
の
活
性
化
」
と

の
演
題
で
講
演
し
、
議
会
活

性
化
の
た
め
の
デ
ジ
タ
ル
化

の
意
義
な
ど
に
つ
い
て
解
説

し
た
。

こ
の
後
、
パ
ネ
ル
デ
ィ
ス

カ
ッ
シ
ョ
ン
に
移
り
、
佐
々

木
志
津
子
新
潟
県
見
附
市
議

会
議
員
ら
地
方
議
員
４
人

が
、
所
属
議
会
の
新
型
コ
ロ

ナ
ウ
イ
ル
ス
対
応
や
、
議
会

活
性
化
の
取
り
組
み
を
紹
介

し
な
が
ら
、
有
識
者
代
表
の

勢
一
智
子
西
南
学
院
大
教
授

を
交
え
て
意
見
交
換
し
た
。

新
型
コ
ロ
ナ
へ
の
対
応
で

は
、
各
議
員
が
▽
議
場
で
の

飛
沫
防
止
策
▽
議
員
の
議
場

着
席
・
傍
聴
人
数
の
各
制
限

▽
他
県
か
ら
の
視
察
受
け
入

れ
の
見
合
わ
せ
―
な
ど
、
一

様
に
取
り
組
ん
だ
対
策
を
紹

介
し
、
議
会
運
営
の
苦
労
を

共
有
し
た
。

新
型
コ
ロ
ナ
禍
で
注
目
を

集
め
る
オ
ン
ラ
イ
ン
開
催
に

つ
い
て
は
、
今
年
６
月
の
定

例
会
で
全
国
初
の
オ
ン
ラ
イ

ン
常
任
委
員
会
を
開
い
た
福

島
県
磐
梯
町
議
会
の
事
例
報

告
が
あ
っ
た
。

佐
々
木
議
員
は
、
旧
姓
使

用
の
要
綱
制
定
や
、
欠
席
届

け
出
理
由
を
広
げ
た
上
、
会

議
規
則
で
明
確
化
し
た
見
附

市
議
会
の
取
り
組
み
事
例
を

紹
介
。
ま
た
、
世
代
の
異
な

る
４
人
の
女
性
議
員
が
い
る

こ
と
で
子
育
て
や
福
祉
問
題

に
つ
い
て
話
し
合
う
機
会
が

増
え
た
こ
と
を
報
告
し
、
女

性
議
員
を
増
や
し
て
い
く
こ

と
の
意
義
を
強
調
し
た
。

ま
た
、
こ
の
日
の
パ
ネ
ル

デ
ィ
ス
カ
ス
カ
ッ
シ
ョ
ン
に

は
、
県
、
市
、
町
議
会
を
代

表
し
て
３
人
の
議
長
が
質
疑

応
答
に
参
加
。
こ
の
う
ち
川

上
幸
博
出
雲
市
議
会
議
長
は

①
定
数
削
減
が
議
会
活
性
化

に
与
え
る
影
響
②
コ
ロ
ナ
禍

で
の
市
民
と
の
対
話
の
取
り

方
③
多
様
な
議
員
選
出
の
た

め
の
環
境
づ
く
り
―
に
つ
い

て
質
問
し
、
佐
々
木
議
員
と

の
間
で
活
発
な
意
見
を
交
わ

し
た
。

こ
の
日
、
パ
ネ
リ
ス
ト
と

し
て
参
加
し
た
議
員
は
佐
々

木
議
員
の
ほ
か
、
中
崎
和
久

岩
手
県
葛
巻
町
議
会
議
長
、

古
川
綾
磐
梯
町
議
会
議
員
、

吉
田
栄
光
福
島
県
議
会
議
員

の
３
人
。
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー

タ
ー
は
只
野
雅
人
一
橋
大
院

教
授
が
務
め
た
。

「アフターコロナ」討論
総務省 「議会活性化シンポ」総務省 「議会活性化シンポ」
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業
・
飲
食
業
へ
の
損
失
補
償

⑩
学
校
の
臨
時
休
校
の
影
響

を
受
け
た
子
供
た
ち
へ
の
Ｉ

Ｃ
Ｔ
機
器
の
整
備
、
人
的
支

援
、
衛
生
用
品
の
確
保
な
ど

優
先
的
な
環
境
整
備
⑪
国
税

や
地
方
税
へ
の
十
分
な
財
政

措
置
―
な
ど
を
要
望
し
た
。

意
見
書・決
議
　
８
月
～
10
月

新
型
コ
ロ
ナ
で
財
政
悪
化

新
型
コ
ロ
ナ
で
財
政
悪
化

地
方
税
財
源
確
保
求
め
る

地
方
税
財
源
確
保
求
め
る

８
月
か
ら
10
月
に
全
国
の
市
議
会
で
可
決
し
た

意
見
書
・
決
議
の
う
ち
、
本
会
に
報
告
の
あ
っ
た

も
の
を
取
り
ま
と
め
た
。
件
数
の
多
い
順
に
主
な

内
容
を
紹
介
す
る
。

新
型
コ
ロ
ナ
影
響

新
型
コ
ロ
ナ
影
響

地
方
税
財
源
確
保

地
方
税
財
源
確
保

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感

染
症
の
影
響
に
伴
う
地
方
財

政
の
急
激
な
悪
化
に
対
し
地

方
税
財
源
の
確
保
を
求
め
る

意
見
書
が
５
０
０
件
で
最
多

と
な
っ
た
。

意
見
書
で
は
、
新
型
コ
ロ

ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
に
よ
っ

て
地
方
財
政
に
巨
額
の
財
政

不
足
が
生
じ
て
い
る
こ
と
を

指
摘
。

そ
の
上
で
、
令
和
３
年
度

地
方
財
政
対
策
お
よ
び
地
方

税
制
改
正
に
向
け
、
①
地
方

税
、
地
方
交
付
税
な
ど
の
一

般
財
源
総
額
確
保
、
臨
財
債

発
行
額
縮
減
、
償
還
財
源
確

保
②
地
方
交
付
税
の
総
額
確

保
③
地
方
税
の
減
収
補
填
措

 件　　名 意見書 決議

〇新型コロナウイルス感染症の	 500	 ―	
　影響に伴う地方財政の急激な
　悪化に対し地方税財源の確保	
〇防災・減災・国土強靭化対策	 132	 ―	
　の継続・拡充
〇新型コロナウイルス感染症の	 93	 7
　対策強化等
〇義務教育費国庫負担制度の堅	 91	 ―
　持・拡充	
〇地方自治体のデジタル化の着	 68	 ―
　実な推進	
〇少人数学級の実現	 60	 ―
〇ドクターヘリの安定・持続的	 48	 ―
　運用への支援強化	
　【小計】	 968	 7
〇その他	 456	 52	
【総合計】	 1424	 59

8 月から 10 月に可決した意見書・決議の状況

※「新型コロナウイルス感染症の影響に伴う地方財政
の急激な悪化に対し地方税財源の確保」「新型コロナ
ウイルス感染症の対策強化等」「義務教育費国庫負担
制度の堅持・拡充」「少人数学級の推進」のうち複数
を求める意見書をそれぞれに計上したため、意見書の
合計は小計、総合計の件数と一致しない
※件名は代表的なもので、同内容のものも含めている
※意見書・決議の件数が多い順に掲載

置
の
実
施
、
減
収
補
填
額
対

象
税
目
の
地
方
消
費
税
を
含

め
た
弾
力
的
な
対
応
④
税
源

の
偏
在
性
が
小
さ
く
税
収
が

安
定
的
な
地
方
税
体
系
の
構

築
、
国
・
地
方
税
の
政
策
税

制
の
整
理
合
理
化
、
新
設
・

拡
充
・
継
続
に
あ
た
る
有
効

性
・
緊
急
性
の
厳
格
な
判
断

⑤
固
定
資
産
税
の
見
直
し
の

不
実
施
、
先
の
緊
急
経
済
対

策
と
し
て
講
じ
た
特
例
措
置

の
期
限
の
到
来
を
も
っ
て
の

確
実
な
終
了
―
を
求
め
た
。

防
災
防
災
・・
減
災
減
災
・・
国
土
強
靱
化

国
土
強
靱
化

対
策
の
継
続
・
拡
充

対
策
の
継
続
・
拡
充

「
防
災
・
減
災
、
国
土
強

靭
化
対
策
の
継
続
・
拡
充
」

は
１
３
２
件
。

多
く
の
意
見
書
は
、
気
候

変
動
に
伴
う
自
然
災
害
の
頻

発
化・激
甚
化
を
受
け
、「
防

災
・
減
災
、
国
土
強
靱
化
」

予
算
の
安
定
的
か
つ
継
続
的

な
確
保
の
必
要
性
を
強
調
。

国
へ
の
要
望
事
項
と
し

て
、
①
令
和
２
年
度
末
期
限

の
「
防
災
・
減
災
、
国
土
強

靱
化
の
た
め
の
３
か
年
緊
急

対
策
」
の
更
な
る
延
長
と
拡

充
②
地
方
自
治
体
が
国
土
強

靱
化
地
域
計
画
に
基
づ
き
実

施
す
る
対
策
に
必
要
な
予
算

の
総
額
確
保
③
災
害
復
旧
・

災
害
関
連
予
算
の
確
保
や
補

助
対
象
の
拡
大
、
配
分
の
際

の
社
会
資
本
整
備
が
遅
れ
て

い
る
地
方
へ
の
配
慮
―
を
挙

げ
た
。

新
型
コ
ロ
ナ
感
染
症

新
型
コ
ロ
ナ
感
染
症

対
策
強
化
等

対
策
強
化
等

「
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス

感
染
症
の
対
策
強
化
等
」
は

意
見
書
93
件
、
決
議
7
件
の

計
１
０
０
件
。

意
見
書
お
よ
び
決
議
で

は
、
①
Ｐ
Ｃ
Ｒ
検
査
等
の
体

制
強
化
、
検
査
機
関
や
医
療

従
事
者
へ
の
支
援
な
ど
更
な

る
検
査
体
制
の
充
実
②
流
行

期
に
備
え
た
医
療
・
介
護
従

事
者
へ
の
支
援
充
実
、
マ
ス

ク
等
の
感
染
防
護
に
必
要
な

資
材
な
ど
の
国
の
責
任
に
よ

る
確
保
③
ワ
ク
チ
ン
や
治
療

薬
の
開
発
、
早
期
供
給
④
保

健
所
の
感
染
対
策
業
務
に
係

る
経
費
に
対
す
る
財
政
措
置

の
充
実
⑤
減
収
と
な
っ
た
医

療
機
関
へ
の
更
な
る
財
政
的

支
援
⑥
社
会
福
祉
施
設
等
で

ク
ラ
ス
タ
ー
が
発
生
し
た
場

合
も
、
必
要
な
サ
ー
ビ
ス
提

供
が
可
能
な
介
護
職
員
等
の

応
援
体
制
の
構
築
や
職
員
の

確
保
・
定
着
の
た
め
の
継
続

的
な
財
政
支
援
⑦
中
小
企
業

へ
の
金
融
支
援
対
策
や
各
種

税
の
支
払
い
等
に
関
す
る
柔

軟
な
対
応
⑧
「
Ｇ
ｏ
Ｔ
ｏ

キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
」
の
適
切
な

実
施
、
感
染
状
況
と
経
済
へ

の
影
響
を
踏
ま
え
た
制
度
設

計
⑨
緊
急
事
態
宣
言
、
休
業

要
請
で
影
響
を
受
け
た
観
光

「
義
務
教
育
費
国
庫
負
担

制
度
の
堅
持
・
拡
充
」
は
91

件
。教

育
の
機
会
均
等
と
水
準

の
維
持
・
向
上
に
必
要
不
可

欠
な
義
務
教
育
費
国
庫
負
担

制
度
を
堅
持
し
、
負
担
率
を

１
／
２
に
復
元
す
る
よ
う
要

望
。
ま
た
、
多
く
の
意
見
書

が
併
せ
て
少
人
数
学
級
の
推

進
、
令
和
3
年
度
教
育
予
算

拡
充
、
教
職
員
定
数
の
改
善

な
ど
を
求
め
た
。

義
務
教
育
費
国
庫
負
担

義
務
教
育
費
国
庫
負
担

制
度
の
堅
持
・
拡
充

制
度
の
堅
持
・
拡
充

お
知
ら
せ

旬
報
12
月
15
日
付
第

２
１
４
１
号
は
、
12
月

25
日
付
２
１
４
１
・
２

号
の
合
併
号
と
し
て
発

行
し
ま
す
。


